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    トピックストピックストピックストピックス    ●昨年度昨年度昨年度昨年度    残業代不払いでの是正支払総額は残業代不払いでの是正支払総額は残業代不払いでの是正支払総額は残業代不払いでの是正支払総額は約約約約１１１１４６４６４６４６億円億円億円億円    

    賃金不払残業賃金不払残業賃金不払残業賃金不払残業（（（（いわゆるサービスいわゆるサービスいわゆるサービスいわゆるサービス残業残業残業残業））））についてについてについてについて、、、、全国全国全国全国のののの労働基準監督署労働基準監督署労働基準監督署労働基準監督署がががが労働労働労働労働

基準法基準法基準法基準法にににに違反違反違反違反しているとしているとしているとしていると是正指導是正指導是正指導是正指導したしたしたした事案事案事案事案のうちのうちのうちのうち、、、、１１１１企業当企業当企業当企業当たりたりたりたり 100100100100万円以上万円以上万円以上万円以上のののの割増割増割増割増

賃金賃金賃金賃金がががが支払支払支払支払われたわれたわれたわれた事案事案事案事案のののの平成平成平成平成 22223333 年度年度年度年度におけるにおけるにおけるにおける状況状況状況状況がががが取取取取りまとめられりまとめられりまとめられりまとめられ、、、、厚生労働省厚生労働省厚生労働省厚生労働省

からからからから公表公表公表公表されましたされましたされましたされました。。。。    

    今年今年今年今年はははは 100100100100 万円以上万円以上万円以上万円以上のののの是正企業数是正企業数是正企業数是正企業数はははは昨年昨年昨年昨年よりよりよりより減減減減ったもののったもののったもののったものの、、、、是正支払総額是正支払総額是正支払総額是正支払総額はははは    

22222222 億円以上増億円以上増億円以上増億円以上増ええええ、、、、145145145145 億億億億 9,9579,9579,9579,957 万円万円万円万円になりましたになりましたになりましたになりました。。。。    

■■■■■■■■    割増賃金の是正支払の状況割増賃金の是正支払の状況割増賃金の是正支払の状況割増賃金の是正支払の状況    ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■    

・是正企業数         1,312 企業（前年度比 74 企業の減） 

・支払われた割増賃金合計額  145 億 9,957 万円（前年度比 22 億 7,599 万円の増） 

・対象労働者数        11 万 7,002 人 （前年度比 1,771 人の増） 

■■■■■■■■    支払われた割増賃金の平均額支払われた割増賃金の平均額支払われた割増賃金の平均額支払われた割増賃金の平均額    ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■    

・１企業当たり 1,113 万円（前年度比 224 万円の増） 

・労働者１人当たり 12 万円（前年度比１万円の増） 

■■■■■■■■    業種別等の状況業種別等の状況業種別等の状況業種別等の状況    ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■    

・企業数及び対象労働者数では商業、支払われた割増賃金額では建設業が最も多い 

・1 企業での最高支払額は「26 億 8,844 万円」（建設業）、次いで「9 億 8,207 万円」（金融業）、 

「7 億 5,687 万円」（小売業）の順 

    企業企業企業企業としてはとしてはとしてはとしては、、、、労働基準法違反労働基準法違反労働基準法違反労働基準法違反がないようがないようがないようがないよう、、、、日頃日頃日頃日頃からからからから労働時間労働時間労働時間労働時間をををを適正適正適正適正にににに把握把握把握把握してしてしてして、、、、時間外労働時間外労働時間外労働時間外労働をををを行行行行うううう必要必要必要必要があるがあるがあるがある

場合場合場合場合にはにはにはには、、、、36363636 協定協定協定協定のののの締結締結締結締結・・・・届出届出届出届出、、、、割増賃金割増賃金割増賃金割増賃金のののの支払支払支払支払いといったいといったいといったいといった手続手続手続手続きをきをきをきを適正適正適正適正にににに行行行行うううう必要必要必要必要がありますがありますがありますがあります。。。。さらにさらにさらにさらに、、、、あらゆるトあらゆるトあらゆるトあらゆるト

ラブルにラブルにラブルにラブルに対応対応対応対応できるようできるようできるようできるよう就業規則就業規則就業規則就業規則をををを整備整備整備整備しておくことがしておくことがしておくことがしておくことが重要重要重要重要ですですですです。。。。    

    労働基準法等労働基準法等労働基準法等労働基準法等のののの法令法令法令法令にににに違反違反違反違反していないかしていないかしていないかしていないか？？？？    不安不安不安不安がありましたらがありましたらがありましたらがありましたら、、、、おおおお気軽気軽気軽気軽にごにごにごにご相談相談相談相談くださいくださいくださいください。。。。    

厚生労働省が公表している賃金不払残業の是正事例 

＜事＜事＜事＜事例例例例１１１１（製造業、約（製造業、約（製造業、約（製造業、約 200 200 200 200 人、関東）人、関東）人、関東）人、関東）＞＞＞＞    

会社は、始業・終業時刻をタイムカードにより管理するとともに、時間外労働の時間数の確認については自己申告

により行っているとしていたが、工場の生産状況に照らし、日々の時間外労働が僅少であった。このため、監督署は、

夜間の張り込みにより、時間外労働を行っている労働者がいることを調査し、その結果を示したところ、会社は時間

外労働に対する割増賃金の不払があることを認めた。  

※監督署の指導内容→確認した賃金不払残業について是正勧告するとともに、①労働者からのヒアリングや関係資料

等により過去の時間外労働の実態調査を実施すること、②適正な時間管理を行うための制度を整備することを指導し

た。    



    

    

    

平成平成平成平成２５２５２５２５年年年年４４４４月月月月よりよりよりより老齢厚生年金老齢厚生年金老齢厚生年金老齢厚生年金のののの支給開始年齢支給開始年齢支給開始年齢支給開始年齢がががが６１６１６１６１歳歳歳歳にににに引引引引きききき上上上上げられることからげられることからげられることからげられることから、、、、

６０６０６０６０歳歳歳歳でででで定年退職定年退職定年退職定年退職したしたしたした後後後後、、、、年金年金年金年金がががが支給支給支給支給されずされずされずされず、、、、無収入無収入無収入無収入となるとなるとなるとなる事態事態事態事態のののの発生発生発生発生がががが懸念懸念懸念懸念されていされていされていされてい

ますますますます。。。。そこでそこでそこでそこで賃金賃金賃金賃金によるによるによるによる収入収入収入収入とととと年金年金年金年金によるによるによるによる収入収入収入収入をををを途切途切途切途切れさせないようにするためれさせないようにするためれさせないようにするためれさせないようにするため、、、、高高高高

年齢者等年齢者等年齢者等年齢者等のののの雇用雇用雇用雇用のののの安定等安定等安定等安定等にににに関関関関するするするする法律法律法律法律（（（（以下以下以下以下「「「「高年齢者雇用安定法高年齢者雇用安定法高年齢者雇用安定法高年齢者雇用安定法」」」」というというというという））））がががが改正改正改正改正ささささ

れれれれ、、、、平成平成平成平成２５２５２５２５年年年年４４４４月月月月よりよりよりより施行施行施行施行されることになりましたされることになりましたされることになりましたされることになりました。。。。    

現行現行現行現行のののの高年齢雇用高年齢雇用高年齢雇用高年齢雇用安定法安定法安定法安定法はははは企業企業企業企業がががが、、、、定年定年定年定年のののの引引引引きききき上上上上げげげげ、、、、継続雇用制度継続雇用制度継続雇用制度継続雇用制度のののの導入導入導入導入、、、、定年定年定年定年

のののの定定定定めのめのめのめの廃止廃止廃止廃止のいずれかののいずれかののいずれかののいずれかの措置措置措置措置をををを講講講講じることによりじることによりじることによりじることにより、、、、一定一定一定一定のののの基準基準基準基準をををを設設設設けることをけることをけることをけることを可能可能可能可能にしつつもにしつつもにしつつもにしつつも６５６５６５６５歳歳歳歳までのまでのまでのまでの雇用雇用雇用雇用をををを確確確確

保保保保することをすることをすることをすることを求求求求めてきましためてきましためてきましためてきました。。。。今回今回今回今回のののの法改正法改正法改正法改正ではそのではそのではそのではその扱扱扱扱いをさらにいをさらにいをさらにいをさらに進進進進めめめめ、、、、原則原則原則原則としてとしてとしてとして希望者全員希望者全員希望者全員希望者全員をををを６５６５６５６５歳歳歳歳までまでまでまで雇用雇用雇用雇用するするするする

措置措置措置措置をををを講講講講じることをじることをじることをじることを求求求求めていますめていますめていますめています。。。。具体的具体的具体的具体的にはにはにはには以下以下以下以下のののの改正改正改正改正がががが実施実施実施実施されますされますされますされます。。。。    

１１１１．．．．    労使協定労使協定労使協定労使協定によりによりによりにより継続雇用者継続雇用者継続雇用者継続雇用者のののの基準基準基準基準をををを定定定定めることのめることのめることのめることの廃止廃止廃止廃止    

高年齢者雇用安定法高年齢者雇用安定法高年齢者雇用安定法高年齢者雇用安定法のののの改正改正改正改正をうけてをうけてをうけてをうけて、、、、労使協定労使協定労使協定労使協定でででで定定定定めるめるめるめる継続雇用継続雇用継続雇用継続雇用のののの対象者対象者対象者対象者をををを限定限定限定限定するするするする基準基準基準基準がががが廃止廃止廃止廃止されたためされたためされたためされたため、、、、平成平成平成平成

２５２５２５２５年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日からはからはからはからは、、、、希望者全員希望者全員希望者全員希望者全員をををを継続雇用制度継続雇用制度継続雇用制度継続雇用制度のののの対象対象対象対象とするようとするようとするようとするよう、、、、このこのこのこの基準基準基準基準をををを削除削除削除削除するするするする就業規則就業規則就業規則就業規則のののの変更変更変更変更がががが必要必要必要必要になになになにな

りますりますりますります。。。。平成平成平成平成２５２５２５２５年年年年４４４４月月月月からからからから厚生年金厚生年金厚生年金厚生年金のののの報酬比例部分報酬比例部分報酬比例部分報酬比例部分のののの支給開始年齢支給開始年齢支給開始年齢支給開始年齢がががが段階的段階的段階的段階的にににに引引引引きききき上上上上げられることによりげられることによりげられることによりげられることにより、、、、それにそれにそれにそれに対対対対

応応応応したしたしたした経過措置経過措置経過措置経過措置もももも設設設設けられておりけられておりけられておりけられており、、、、年金年金年金年金がががが受給受給受給受給できるできるできるできる年齢年齢年齢年齢からはからはからはからは、、、、平成平成平成平成２５２５２５２５年年年年３３３３月月月月３１３１３１３１日日日日までにまでにまでにまでに定定定定めためためためた労使協定労使協定労使協定労使協定のののの基準基準基準基準がががが

利用利用利用利用できることになっていますできることになっていますできることになっていますできることになっています。。。。    

２２２２．．．．    継続雇用制度継続雇用制度継続雇用制度継続雇用制度のののの対象者対象者対象者対象者がががが雇用雇用雇用雇用されるされるされるされる企業企業企業企業のののの拡大拡大拡大拡大    

現行現行現行現行のののの継続雇用制度継続雇用制度継続雇用制度継続雇用制度ではではではでは、、、、原則原則原則原則としてとしてとしてとして定年定年定年定年までまでまでまで雇用雇用雇用雇用されていたされていたされていたされていた企業企業企業企業でででで継続雇用継続雇用継続雇用継続雇用することがすることがすることがすることが求求求求められていますめられていますめられていますめられています。。。。これこれこれこれ

がががが法改正法改正法改正法改正によりによりによりにより、、、、子会社子会社子会社子会社やややや関連会社関連会社関連会社関連会社などなどなどなどグループグループグループグループ企業企業企業企業でででで雇用雇用雇用雇用することもすることもすることもすることも継続雇用継続雇用継続雇用継続雇用としてとしてとしてとして認認認認められることになりますめられることになりますめられることになりますめられることになります。。。。    

３３３３．．．．    希望者全員希望者全員希望者全員希望者全員のののの雇用措置義務雇用措置義務雇用措置義務雇用措置義務のののの例外例外例外例外    

１１１１のとおりのとおりのとおりのとおり、、、、原則原則原則原則、、、、希望者全員希望者全員希望者全員希望者全員のののの継続雇用継続雇用継続雇用継続雇用がががが義務付義務付義務付義務付けられますがけられますがけられますがけられますが、、、、心身心身心身心身のののの健康状態健康状態健康状態健康状態がががが著著著著しくしくしくしく悪悪悪悪くくくく業務業務業務業務にににに就就就就けないけないけないけない労働者労働者労働者労働者

などについてはなどについてはなどについてはなどについては、、、、継続雇用継続雇用継続雇用継続雇用のののの対象対象対象対象からからからから除外除外除外除外することができることとなっていますすることができることとなっていますすることができることとなっていますすることができることとなっています。。。。そのそのそのその取扱取扱取扱取扱いについてはいについてはいについてはいについては、、、、『『『『高年齢高年齢高年齢高年齢

者雇用確保措置者雇用確保措置者雇用確保措置者雇用確保措置のののの実施及実施及実施及実施及びびびび運用運用運用運用にににに関関関関するするするする指針指針指針指針』』』』でででで定定定定められておりますめられておりますめられておりますめられております。。。。    

    

    

 

 あとがきあとがきあとがきあとがき◆◆◆◆つちはしつちはしつちはしつちはし事務所事務所事務所事務所よりよりよりより    

☆来年、平成 25 年 4 月以降に６０歳を迎える人から年金が６１歳になるまで出ない世代となります。これに合わせて、法改

正が行われ、来年 4 月以降に６０歳の定年を迎える人については、希望者全員を６１歳まで継続雇用することが求めら

れるようになりました。ただし、賃金や時間などの労働条件を変えることは OK です。とはいえ、年金が出ませんので、今

までのように年金と、雇用保険からの高年齢雇用継続給付金と賃金の合わせ技で、手取り額を確保するというシミュレ

ーションができなくなりました。今までと同じ感覚で嘱託社員さんの賃金額を決定すると、従業員さんの生活が成り立た

なくなる可能性が大きいので制度の見直しが必要となります。賃金額の決定等、ご相談のある場合は、つちはし事務所

までご連絡をお願いいたします。 

☆年金が出る年齢は、来年の４月から２年ごとに６１歳、６２歳、６３歳、６４歳と繰り下がっていき、最終的に平成３７年４月

からは６５歳にならないと年金は全く出なくなります。今回の法改正の経過措置では、年金が出る世代になった人につい

ては、継続雇用制度で以前からの労使協定による基準によって継続雇用する人、しない人を選択しても良いことになっ

ています。ただし、労使協定による基準を適用できるのは、来年平成 25 年 3 月 31 日までに労使協定を結んでいる場合

に限られます。もし、労使協定による基準をもうけたいのであれば、期限は来年の 3 月末まで。早めに対応する必要が

あります。労使協定について、ご不明な点、お聞きになりたい点等があれば、つちはし事務所までお問い合わせくださ

い。 

トピックストピックストピックストピックス●●●●平成２５年４月から平成２５年４月から平成２５年４月から平成２５年４月から    希望者全員の希望者全員の希望者全員の希望者全員の継続雇用が義務に継続雇用が義務に継続雇用が義務に継続雇用が義務に    
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